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第　１　章　　総　　則

　受注契約締結後の経済情勢変動による単価増は、請負契約変更の対象としない。

　契約書、設計図書および本特記仕様書は、前項の共通仕様書および技術基準等に優先

する。

　受注者は、前項の仕様書および技術基準の内容は勿論のこと、諸関係法規等を現場責

任者に充分理解させ、監督員の指示に従って完全に施工すること。

　本工仕様書は、「亀山・関テクノヒルズ加圧ポンプ施設機械・電気設備工事（以下

「本工事」という)」の施工に適用する。

　本工仕様書は、「本工事」施工に関する特有な仕様事項を示すものであり、共通的な

ものは、亀山市水道事業請負契約工事共通仕様書（以下「上水道室共通仕様書」とい

う）によるものとし、その他の場合は、電気設備工事共通仕様書、電気設備技術基準、

内線規定、水道工事標準仕様書、三重県土木工事共通仕様書および諸関係法規による。
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　設計内容の変更に伴なう変更請負金額の算出は、発注者の算出した変更設計金額に当

初受注金額との比率（受注比率）を乗じたものとする。

　受注者は着工に先立ち、実施工程表、施工計画書を監督員に提出し、その承諾を得る

こと。

　受注者は、設計図書、仕様書に基づき詳細設計を行い、製作および施工承認図書を監

督員に提出し、その承諾を得ること。

　施工計画書および施工図等は、全ての工種を総合的に表示計画すべきものであり、受

注者は工程管理にあたり常に全ての工種関連性を明確に確認できる図書を監督員に提出

し、必要な指示、承諾等を受けると共に常に工事の進捗状況について注意し、予定の工

事工程と実績を比較検討し、工事の円滑な進行を計らなければならない。

　受注者は、別途発注する「亀山・関テクノヒルズ加圧ポンプ施設建築工事」の受注者

と工程会議を開催し、その都度議事録を作成し、発注者に提出するものとする。

　二次製品については、現場搬入または施工前に仕様カタログ、サンプル等を監督員に

提出し、その承諾を得ること。

　工事写真撮影は、上水道室工事記録写真撮影方針に基づき撮影し、１部提出のこと。

なお、必要に応じて提出部数を増す場合があるので、ネガ等は整理しておくこと。

　工事用電力および工事用水等の設備は、受注者の負担で関係法規に基づき施工しなけ

ればならない。また、工事施工に必要な資材置場、残土捨場、現場事務所等は、受注者

の負担により責任を持って措置すること。
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　現場責任者は、常に監督員と連絡が可能なようにしておくこと。また、非常時の緊急

連絡体制についても完備しておくこと。

　受注者は、工事完了後竣工図書を作成し、監督員の承諾を得て完了届けと同時に提出

すること。なお、本工事の竣工図書は３部提出するものとするが、監督員の指示により

縮小版を追加する場合がある。

　本工事完了後の瑕疵担保責任の存続期間は２年とし、当該施設に瑕疵があった場合に

は、受注者の責任において措置すること。

　本工事完了後、上水道室担当職員に対し運転操作および保守等についての説明を行う

こと。その内容および日程については、監督員と協議し決定するものとする。

　本工事に係る検査、試験および試運転に要する一切の費用は、受注者の負担とする。

　工事施工に伴なう資材、重機等の運搬車輛の運行については、施工計画に基づくと共

に、事前に監督員と協議し、使用する道路等の維持管理および交通安全対策について必

要な措置を講じること。

　停電または既設機器の停止を必要とする場合は、その日時と作業内容を明確にして事

前に申請し、監督員の了解を得ること。なお、申請にあたっては、事前に監督員と十分

な協議を行い、施設の運用に与える影響を最小限とすること。

　本工事によって、既設構造物あるいは設備機器に損害等を与えた場合には、監督員の

指示に従い、受注者の責任において原形に復すること。

　本工事に係る関係諸機関への手続きに伴なう書類作成は、監督員と協議の上、原則と

して受注者で行うこと。なお、申請費用等は受注者の負担とする。



第１節  設備概要

１.

２.

① 加圧ポンプ 加圧ユニット（3台ﾛｰﾃｰｼｮﾝ・2台並列運転型）～1台

② 補助圧力水槽 プラダ式圧力水槽～1槽

③ 付帯配管 ポンプ室内主配管及びバイパス配管

３.

① 受電設備 3φ3W AC200V,1φ2W AC100V 60Hz を新設

② 盤類 電源計装盤・引込開閉器盤等

③ 配水池水位 投込式水位計×1池＋電極×1池（ポンプ空転防止、及び監視用）

④ 配水圧力 小型ｾﾝｻｰ（配水圧力管理・監視用）

⑤ 配水流量 高感度電磁流量計（流量管理・監視用）

⑥ 残塩計 残留塩素計（水質管理・監視用）

４.

５.

第２節　運転概要

１.

２.
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　電力会社及びＮＴＴ専用回線の引込工事費は本工事に含まないものとするが、申請手

続きは受注者にて行うものとする。

第　２　章　　概　　要

　本工事は、加圧ポンプ場築造工事に伴ない加圧ポンプ及び電気計装設備工事を施工す

るものであり、関連する機器の製作、据付・配管・配線工事および試運転調整までを行

うものとする。

　電気計装設備はポンプの制御に関連する機器の製作据付と、場内に三相AC200V及び単

相AC100Vを受電し、各機器への配線接続を行なうものとする。また、本設備の運転状態

及び計測データはＮＴＴ専用回線により中央監視室の計装監視盤に送信し管理するもの

とする。設備の主な機器及び工事概要を以下に示す。

　加圧ポンプは、室内に加圧ユニット形式のブースターポンプ及び関連機器を設置し、

各機器への取付け配管を行うもので、設備の主な機器及び工事概要を以下に示す。

　加圧ユニット（ブースターポンプ）は周波数制御による推定末端圧力一定制御、及び

配水量に応じた台数制御を行い、小水量時には搭載小型圧力水槽と別置き補助圧力水槽

に保圧して停止するものとする。

　ブースターポンプの運転管理用として、電気計装設備にてポンプ加圧による配水圧力

と配水流量を計測し、遠方監視を行うものとする。

　停電時の非常用電源として、ポンプ棟に自家用発電装置を設置する。動力用電源回路

は自家用発電装置に搭載した電源切換回路により自動切換を行なうものとするが、電灯

回路（AC100V）は建築設備の電灯分電盤に発電電源を供給し、分電盤で手動切替えが出

来るよう配線回路を設け接続すること。



第１節　加圧ポンプ

１. 運転条件（流量・圧力等）

(1) 計画諸元

計画送水量

一日最大給水量 350.0  /日 ＝ 0.243  /min

時間最大給水量 24.9  /時 ＝ 0.416  /min

消火時最大給水量 44.6  /時 ＝ 0.743  /min

関連標高

配水池（ポンプ場内） HWL +114.40 LWL +111.40

加圧ポンプ所 GL +110.90

最頂宅地水頭 GL +130.50

(2) ポンプ計画要項

吐出量 ＝ 0.76  /min

全揚程 ＝ 40.0 ｍ

設定圧 ＝ 39.0 ｍ　 ＝ 0.38 ＭＰａ { 3.90 kgf/c㎡ }

２. 加圧ユニット

(1) ユニット仕様

０.７６  /min

第　３　章　　加圧ポンプ設備

運 転 方 式

ポ ン プ 形 式

電 動 機

推定末端圧力一定自動給水ユニット （インバータ方式）

3台ﾛｰﾃｰｼｮﾝ・2台並列運転

凍 結 防 止

 ポンプ(1～3号)ﾛｰﾃｰｼｮﾝ運転、ｿﾌﾄｽﾀｰﾄ･ｿﾌﾄｽﾄｯﾌﾟ制 御 方 式

形 式

流 量 検 知 器
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浸 出 性 能  水道法「給水装置の浸出性能基準」適合

３７.０ ｍ

ﾌﾛｰｽｲｯﾁ 作動10 /分 程度

システム接続

 3個（ポンプ毎）

 末端推定圧力一定制御、小水量時停止機能付

 バックアップ回路（発電信号を受け後発機直入始動）

ステンレス製横軸多段渦巻ポンプ

圧 力 水 槽

圧 力 セ ン サ

吐 出 量

ヒーター電源

全 揚 程

  65A フランジ接続（JIS 10K相当） 吸込側×3

設 定 水 頭

 100A フランジ接続（JIS 10K相当） 吐出側×1

２台並列運転時

４０.０ ｍ

IE3 ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ 3φ,AC200V、5.5kW-2P

接液部ポリ粉体ｺｰﾄプラダ式 １０  程度

受 水 槽 （配水池）２槽式　

出力DC1～5V 吐出側

接 続 方 向 設 計 図 参 照



(2) ポンプ主要部の構造、材質

(3) ユニット制御盤仕様（搭載型）

1)

１個 × 配線用遮断器 3P 100AF

１組 × 電源アレスタ 3φAC200V用

３個 × ノイズフィルタ

３個 × 漏電遮断器 3P 50AF

３台 × インバータ 5.5kW用

３個 × 力率改善用リアクトル 5.5kW用

１組 × 電磁接触機（ｲﾝﾀ-ﾛｯｸ付） 5.5kW用（発電時用）

１個 × サーマルリレー 5.5kW用（発電時用）

１組 × ヒータ電源 将来：ラバーヒータ増設可能

１式 × コントローラボード（商用バックアップ回路付）

１式 × 誘導雷サージ吸収素子（主回路・制御回路）

１式 × 換気ファン

１式 × その他必要なもの

2)

１式 × 漏電 （ポンプ毎）

１式 × インバータトリップ （ポンプ毎）

１式 × 吐出圧力低下 （ポンプ毎）

１式 × ポンプ過熱 （ポンプ毎）

１式 × サーミスタ異常 （ポンプ毎）

１式 × フロースイッチ異常 （ポンプ毎）

１式 × インバータ通信異常 （ポンプ毎）

１式 × サーマルトリップ （バックアップ用）

１式 × 吐出圧力センサ異常

１式 × 電極異常

１式 × 始動頻度異常

１式 × 圧力タンク封入圧力異常

１式 × その他必要なもの

3)

１式 × ポンプ運転 （ポンプ毎）

１式 × ポンプ故障 （ポンプ毎）

材 質

戻し羽根、またはガイドベーン方式 SUS304

 密封玉軸受（電動機内）

構 造
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警 報 表 示

主 軸 電動機軸一体形

羽 根 車

ケ ー シ ン グ

外 部 出 力

主要搭載機器

軸 受

SUS304

クローズド SUS304



１式 × 受水槽水位 満水・減水・渇水

１式 × その他必要なもの

第２節　その他機器

１. 補助圧力水槽

(1) 圧力水槽仕様

(2) 圧力水槽付属品

１式 × 点検口（プラダ装着口）

１式 × 空気封入口（空気封入弁付）

１式 × 水圧テスト口（プラグ付）

１式 × システム接続口 50A（SUS304 短管・エルボ・フランジ）

１個 × ドレン排水口 SUS304

１個 × ドレン弁 15A SUS304(SCS13)

１個 × 圧力計

１式 × アンカーボルト（SUS製）

１式 × 吊りフック、その他必要なもの

２. 床排水ポンプ

(1) ポンプ仕様

調整可

（電極が離れてから）
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始 動 水 位 25～150mm

停 止 タイマー停止

自動センサー 電極式

自動運転型

（程度）

モータ内蔵保 護 装 置 サーマルプロテクタ

電 源 単相100V 60Hz

参 考 出 力 0.45kW

形 式 残水排水用水中ポンプ

口 径 φ50mm

システム接続

適 用 法 規

基準封入圧力

プ ラ ダ 材 質

外 面 塗 装

主 要 部 材 質

φ600×1,200H

縦円筒形プラダ式

｛8kgf/c㎡｝0.78 MPa

（程度）参 考 寸 法

形 式

内 容 積

耐 圧

２００  

錆止め2回、仕上2回 フタル酸系

STPY400／SS400 胴板／鏡板

最 大 受 水 量 １２０  （程度）

第２種圧力容器

JIS 10K ﾌﾗﾝｼﾞSUS304 50A

0.16 MPa ｛1.63kgf/c㎡｝

ブチルゴム



第１節　盤　類

１. 配電盤一般仕様（自立形配電盤について）

(1) 一般事項

1)

2)

3)

4)

5)

6)

7)

(2) 材質・板厚

　各配電盤仕様による

(3) 扉仕様

構 造 ストッパ付

把 手 笹形キー付（盤扉は施錠式としキーは統一することを原則とする）

鍵の統一については、監督員と協議し決定すること。

(4) 名称銘板

材 質 透明アクリル板

色 彩 白地に黒文字裏彫り

(5) 予備品等

予備品等については、下記数を納入すること。

① 表示灯-------------発光ダイオード灯実装の１種類各１個

② ヒューズ-----------実装数の１００％

③ 補助継電器類-------実装数の１０％（整数切上個数）

　④ その他必要なもの

　盤扉の内面には、盤製作図面および回路図（展開接続図）を収納できる図面入

れを有すること。
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第　４　章　　電気計装設備

　形状は閉鎖形とし、端子及び内部配線・内部照明・ケーブルサポート等必要な

ものは、全て具備すること。

　盤内配線は、1.25sq以上を使用しダクト配線とする。また、配線の末端は圧着

端子とし、マークチューブにて線番号を印字すること。

　ヒューズは栓形ヒューズを使用し、主電源回路には避雷器を、制御回路には避

雷素子等を取付けること。

　塗装は耐水、耐酸性に優れたものを使用し、長期の使用に耐えられるものとす

る。塗装色は日本電機工業会規格（ＪＥＭ）の色彩とする。

　前面板は扉式とし、扉は施錠できること。なお、自立形扉の外枠は２回以上の

折り曲げ又はプレスリブ加工あるいは鋼材をもって補強するものとし、組立てた

状態において金属部は電気的に連結していること。

　盤内に通信機器および計測機器等、温度管理を必要とする機器を搭載する場合

は、換気ファン、スペースヒータ等により自動温度調節を行うこと。また、通風

孔を設けた場合、吸込み側はフィルター付とし、清掃が容易にできる構造とす

る。なお、吹き出し側についてもできるだけ塵埃の侵入しない構造とすること。



２. 電源計装盤

1) 鋼板製屋内自立閉鎖形

2) 800w×700d×1,950h

3) 鋼板製　外面 2.3 mm 以上（要補強）

4) 主要盤面取付機器（※印は別途計上品、組込結線のみ価格計上）

１個 × 電圧計（広角度形） 電源電圧

※ １台 × デジタル指示計 設計図及び計測機器構成参照

※ ３台 × 縦形指示計 　〃　　　　　　〃

※ １台 × 積算カウンタ 　〃　　　　　　〃

１個 × 切換開閉器（ｶﾑｽｲｯﾁ） 設計図参照

２個 × 押釦開閉器 　〃

１式 × 集合表示灯 　〃

１式 × 名称銘板、その他必要なもの

5) 主要盤内取付機器（※印は別途計上品、組込結線のみとする）

２個 × 配線用遮断器 3P 100AF

１個 × 配線用遮断器 3P 30AF

１個 × 配線用遮断器 2P 50AF

６個 × 配線用遮断器 2P 30AF

１個 × 漏電遮断器 2P 30AF

１式 × サーキットプロテクタ 2P 30AF

１組 × 動力電源用避雷器 3φAC200V用

１組 × 雑電源用避雷器 1φAC100V用

１台 × 計装絶縁トランス 1φAC200/100V-1.5kVA 

１台 × 計装電源アレスタ 1φAC100V用

１台 × 無停電電源装置 第3節、1.項参照

１個 × 双投開閉器（手動） 2P 30A (UPS切換用)

１式 × トグルスイッチ

１式 × ＤＣ電源 AC100V/DC24V

※ １台 × テレメータ装置

※ １式 × 計装信号変換器類 計測機器構成参照

※ １式 × 計装信号アレスタ 　　　 〃

１式 × 液面継電器 ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝ,動作表示付

１式 × 補助継電器 　　　　〃

１式 × 時限継電器 　　　　〃

１式 × 盤内照明、スペースヒータ、換気ファン

１式 × その他必要なもの

6)

１式 × 後施工アンカーボルト(SUS製)、その他必要なもの

付 属 品
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形 式

参 考 寸 法

材質・板厚



３. 引込開閉器盤

1) ステンレス鋼板製屋外壁掛（装柱）閉鎖形

2) 500w×200d×1,000h（屋根下）

3) SUS304 t=1.5 mm

4) 上扉 封印キーハンドル

下扉 キーハンドル

5) マンセル５Ｙ７／１

6) 主要盤内取付機器（※印は組込結線のみとする）

１個 × 配線用遮断器 3P 100AF

１個 × 漏電遮断器 2P 50AF

１個 × 漏電遮断器 2P 30AF

１個 × ヒューズ付開閉器 3P 30A

１個 × ヒューズ付開閉器 2P 30A

１組 × 動力電源用避雷器 3φAC200V用

１組 × 動力電源用避雷器 1φAC100V用

※ ２個 × ＷＨメータースペース

※ １個 × 取引用配線遮断器スペース

１個 × 防雨露出スイッチ ほたる式片切（側面取付）

１式 × 端子台、その他必要なもの

7)

１式 × コン柱用取付金具(SUS製)

１式 × その他必要なもの

４. 電話保安器箱

1) ステンレス鋼板製屋外壁掛（装柱）閉鎖形

2) 400w×120d×300h（屋根下）

3) SUS304 t=1.0 mm 以上

4) 小型平面ハンドル（キー付）

5) マンセル５Ｙ７／１

6) 主要盤内取付機器

１組 × 電話保安器スペース

１式 × その他必要なもの

7)

１式 × コン柱用取付金具(SUS製)

１式 × その他必要なもの

形 式

材質・板厚

参 考 寸 法

ハ ン ド ル

塗 装 色

付 属 品

塗 装 色

付 属 品

形 式

参 考 寸 法

材質・板厚

ハ ン ド ル
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５. 計装監視盤（中央）

1) 鋼板製屋内壁掛閉鎖形

2) 700w×250d×1,200h

3) 鋼板製　外面 1.6 mm 以上

4) 主要盤面取付機器

４台 × デジタル指示計 設計図参照

１台 × 積算カウンタ 　〃

１台 × ペーパーレス記録計 第3節、2.項参照

１個 × 押釦開閉器 ランプテスト

１式 × 集合表示灯

１式 × 名称銘板、その他必要なもの

5) 主要盤内取付機器（※印は別途計上品、組込結線のみとする）

３個 × 配線用遮断器 2P 30AF

１式 × サーキットプロテクタ 2P 30AF

１台 × 計装絶縁トランス 1φAC100/100V-200VA 

１台 × 計装電源アレスタ 1φAC100V用

１式 × ＤＣ電源 AC100V/DC24V

※ １台 × テレメータ装置 計装信号アレスタ付

１式 × 補助継電器 ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝ,動作表示付

１式 × 時限継電器 　　　　〃

１式 × 換気ファン

１式 × その他必要なもの

6)

１式 × 壁付ラック（必要に応じ）

１式 × 後施工アンカーボルト(SUS製)

１式 × その他必要なもの

形 式

参 考 寸 法

材質・板厚

付 属 品
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第２節　計測機器

１. ポンプ井水位計装

1) 投込圧力式

2) ０～４ ｍ（参考）

3) ４～２０ｍＡＤＣ

4) ＳＵＳ３１６

5)  （１ループ当り）

１台 × 検出器、屋外型中継器 伝送部防滴型

１式 × 中空ケーブル 約 5ｍ

２台 × 信号用アレスタ 盤用

１台 × ディストリビュータ 絶縁付

１台 × 縦形指示警報計 パネル取付形、バーグラフ式

１台 × 警報設定器 2点（ポンプ用水位低下・復帰用）

１基 × 屋外形中継器箱 SUS製（計器窓付）

１式　 × その他必要なもの

6) 中継器箱構造について

２. 配水流量計装

1) ２線式電磁流量計（高感度型）

2) １００ mm

3) ５０  ／ｈ（参考）

下限流量：0.035  /ｈ（±12％以内）

4) ４～２０ｍＡＤＣ、オープンコレクタ単位パルス

5) ＳＵＳ３０４

6) エポキシ樹脂又はＰＦＡライニング

7) JIS10K に適合（ウエハ形、専用SUSボルト付）

8)  （１ループ当り）

１台 × 検出器（防浸型） 専用ケーブル 10ｍ付

１台 × 信号用アレスタ 盤用

１台 × ディストリビュータ 絶縁付

１台 × 縦形指示警報計 パネル取付形、バーグラフ式

１台 × 積算カウンタ パネル取付形、６桁（BCD出力付）

１式　 × その他必要なもの

ライニング

口 径

フ ラ ン ジ

出 力 信 号

型 式

出 力 信 号

　中継器箱の構造は上部ボックス部と下部ベース部で構成するものとする。

　上部ボックス部は屋外形窓付計器箱に中継器と避雷器および電極等を収納し、

水位の指示が目視できるものであること。また、下部ベース部はハッチ扉（被せ

蓋）式とし、検出部等の出し入れが容易に出来るものとする。尚、ハッチ構造部

には丁番・把手・鍵穴・アームストッパーを装備し、また、上部ボックス部に湿

気が上がらない構造とする。材質はSUS304製とする。

構 成

検出部材質
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計 測 範 囲

構 成

計測管材質

型 式

計 測 範 囲



３. 配水圧力計装

1) 高精度小型圧力センサ

2) ０～０.６ ＭＰａ（参考）

3) ４～２０ｍＡＤＣ

4) ＳＵＳ３１６

5) 15A（配管テーパーネジ）

6)  （１ループ当り）

１台 × 検出器 端子箱付（防滴型）

１台 × 信号用アレスタ 盤用

１台 × ディストリビュータ 絶縁付

１台 × 縦形指示警報計 パネル取付形、バーグラフ式

１式　 × その他必要なもの

４. 残塩計装

1) 採水式無試薬遊離塩素計

2) 回転電極式ポーラログラフ法

3) ０～２.０ mg/l

4) ４～２０ｍＡＤＣ

5) 手動校正付

6)  （１ループ当り）

１台 × 検出器・変換器

１式 　× 簡易ポールスタンド SUS304

１台 × 信号用アレスタ 盤用

１台 × アイソレータ

１台 × 指示警報計 パネル取付形、デジタル式

１式 × 配管接続ナイロンチューブ・継手、止水弁類、排水ホース

１式 × その他必要なもの

５. 水位電極

1) 水中電極

2) ２極形（水中電極１本当り）

3) ＳＵＳ３０４及び絶縁樹脂

4) 水中ケーブル（特に指定なし）

5) 水槽天端(基礎上)－設定ＷＬ＋０.５ｍ程度

6) 天端でのケーブル固定具

7) ケーブル吊下げ位置にマーク及び水位設定札等を付けることそ の 他

極 数

検出部材質

専用コード
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付 加 機 能

構 成

　電極（水位検出端）は、電極保持器＋電極棒タイプを使用すると水位設定を容易

に変更出来ないため、以下の仕様とする。

ケーブル長

付 属 品

構 成

形 式

型 式

計 測 方 式

計 測 範 囲

出 力 信 号

出 力 信 号

本 体 材 質

取 付 径

計 測 範 囲

型 式



第３節　その他機器

１. 無停電電源装置（電源計装盤、製作価格に含む）

1) 常時インバータデュアルコンバージョン方式

2) ＡＣ１００／１００Ｖ

3) 無瞬断

4) １０００ＶＡ

5) ０．７（遅れ）

6) １０Ａ（ピーク値３０Ａ）

7) ６ 分

8) 無電圧接点（停電・故障）

２. ペーパーレス記録計（中央計装監視盤、製作価格に含む）

1) 入出力一体形、タッチパネル式

2) ＴＦＴカラー液晶

3) ５.５インチ型（程度）

4) 320×240 ﾄﾞｯﾄ（以上）

5) ＤＣ２４Ｖ±１０％（又は、ＡＣ１００Ｖ）

6) 直流電圧４点（但し、６点まで増設可能）

7)

１式 × ＳＤカード又はＣＦカード（1GB程度）

１式 × 同上管理用ソフト

１式 × その他必要なもの

３. テレメータ装置

1) 子局 加圧ポンプ場、電源計装盤内

親局 中央、計装監視盤内

2) １対向

3) ＮＴＴ専用回線3.4KHz

4) 周波数偏移変調伝送方式

5) 200,300,600,1200 bit/s（半二重）、選択

6) アナログ：DC 1～5 V

デジタル：無電圧接点

7) アナログ： 4量（6量まで増設可能）

デジタル：52点（64点まで増設可能）

8) 別紙、遠方監視項目表（参考）

9)

２式 × 通信回線用アレスタ

１式 × その他必要なもの

付 属 機 能

型 式

表 示 器

解 像 度

入 力 電 源

定 格 容 量

切 換 時 間

入 力 点 数

画面サイズ

負 荷 力 率

過負荷保護

入出力電圧

接 点 出 力

数 量

通 信 回 線
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伝 送 容 量

付 属 品

変 調 方 式

伝 送 速 度

入 力 信 号

伝 送 詳 細

設 置 場 所

保 証 時 間

給 電 方 式



第１節　概 要

１.

２.

第２節　機器仕様

１. ディーゼル機関（パッケージ収納）

1) ４サイクル水冷式

2) ２項（三相交流発電機）に見合ったもの

3) 強制潤滑

4) ラジェータ冷却（サーモスタット内蔵）

5) 電気式（蓄電池,充電装置搭載）

6) 軽油 JIS ２号

２. 三相交流発電機（パッケージ収納）

1) 円筒回転界磁形、自己通風式

2) ３７．５ ｋＶＡ以上

3) ３φ，２２０Ｖ

4) ６０ Ｈｚ

5) ±2.5％以内（整定）

6) 周波数変動率 ±5.0％以内（整定）

7) ０．８（遅れ）

8) 静止自励式（自動電圧調整器付）

9) Ｆ 種

３. 発電機盤（パッケージ収納）

1) 閉鎖形（本体搭載）

2) 主要盤内収納機器

１組 　× 電源切換装置

１式 　× 主回路開閉器

１式 　× 自動始動装置、保護装置

１式 　× 静止自励装置、自動電圧調整器

１式 　× 充電装置（完全自動充電方式）

１式 　× 蓄電池（DC24V完全密閉形鉛蓄電池）

１式 　× 補助継電器、タイマー

１式 　× その他必要なもの

潤 滑 方 式

電圧変動率

絶 縁 階 級

形 式
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第　５　章　　自家用発電設備

冷 却 方 式

始 動 方 式

使 用 燃 料

形 式

定 格 出 力

　本設備は、停電時の対策として、自動始動型発電装置を設置するものであり、機器の

製作、据付、試運転調整までを行なうものとする。尚、発電機の設置に関する諸官庁へ

の申請手間は本工事に含むものとする。

　発電装置は、停電検出後自動始動、10秒以内に電圧確立を行うものであり、屋内設置

ラジェータ式で低騒音（85dB形）とする。また、装置は低騒音消音器（85dB形）及び燃

料タンク（190L）搭載形とする。

周 波 数

形 式

出 力

電 圧

励 磁 方 式

力 率



3) 主要盤面取付機器

１台 × ＧＯＴ表示器

１式 　× 表示灯

１個 × 押釦スイッチ 非常停止用

１式 　× 名称銘板、その他必要なもの

4) 装置計器類

　　発電機側 交流電圧計、交流電流計、直流電圧計、直流電流計、

周波数計、電力計、力率計

　　エンジン側 水温度計、油圧計、回転計

5) 保護項目１（表示・警報・停止）

油圧低下、水温上昇、過回転、始動渋滞、不足電圧、過電圧、

周波数低下、非常停止、その他必要なもの

6) 保護項目２（表示・警報）

過電流、充電異常、燃料油面低下、その他必要なもの

４. 付属機器（パッケージ収納機器）

１基 × パッケージ（低騒音 85dB）

１基 × 共通ベース（防振ゴム、アンカーボルト）

１槽 × 燃料油タンク（190ﾘｯﾄﾙ）

１組 × 燃料油タンク油面低下警報接点

１基 × 排煙消音器（低騒音 85dB）

１基 × ラジェータ及び排気ファン

１式 × 給気ファン電源

１式 × 給気ギャラリ

１式 × その他必要なもの

第３節　別置付属機器

１. 給気ファン

1) 低騒音有圧換気扇（給気形）

2) 5,600  ／h（静圧）

3) 発電機連動始動

4) φ500

5) 3φ,AC200V,60Hz、0.2kW-6P

6) 60dB（A）1.5ｍ、以下

7)

１個 × 不燃枠（壁厚200mm）

１個 × 鉄線バックガード

１個 × 風圧式シャッター（SUS製）

１個 × 給排気形ウェザーカバー（SUS製）防虫網付

１式 × その他必要なもの
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形 式

風 量

付 属 品

運 転 方 式

電 動 機

騒 音 値

参 考 径



２. 排風ダクト

1) １ 式

2) アングル工法

3) SS400 t=1.6mm以上

4) L-40×40×3 同等以上

5) Ｌアングルを床より立上

6) 振動を充分吸収できるものであること

7) 内面：錆止×2回

外面：錆止×1回、調合×2回

8) 給排気形ウェザーカバー（SUS製）防鳥網付

材 質 ･ 板 厚

数 量
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フ ラ ン ジ

サ ポ ー ト

ダクト工法

塗 装

ｴ ｷ ｽ ﾊ ﾟ ﾝ ｼ ｮ ﾝ

屋外フード



第１節　据付工事

１.

２.

第２節　配管工事

１.

２.

３.

第３節　電気配線工事

１.

(1) 電気技術基準調査委員会内線規定（ＪＥＡＣ）

(2) 社団法人営繕協会  電気設備工事共通仕様書

２.

３.

第４節　塗装工事

１.

２.

　動力配線、制御配線等のケーブル線は各種類ごとに順序よく整理して配線し、端末処

理を完全にしなければならない。また、動力線の色順位は国土交通省仕様とする。

第　６　章　　据 付 工 事　ほか

　電気配線工事にあたっては、保守管理上危険性のないよう配慮して施工することはも

ちろん、次の規定および仕様に適合した工事でなければならない。

　機器の据え付けにあたっては、十分な経験と技術を持った専門技術者の指導のもとで

行ない、その機器の性能や機能を損なうことのないように十分注意して据え付けなけれ

ばならない。

　機器の据え付け工事にあたって、他工事との出会い現場となる場合は、機器の破損や

汚れを受けないように本工事の受注者によって保護に努めなければならない。

　フランジ継手に用いるボルトおよびナットはステンレス製とし、ボルトの締め付けは

片締めにならないように対角交互に締め付け、最後に増し締め確認を行うものとする。

　機器廻りの取り付け配管は、修理や点検が容易に行えるような位置や向きに配慮する

と共に、取り外しが容易にできるようにフランジまたは伸縮管等を前後に設けて取り付

けなければならない。

　機器廻りの配管は水平、垂直を確認し美観を損なわないよう施工するものとする。ま

た、配管材料は主にフランジ加工製作品を使用し、ボルトナットパッキンで接合するも

のとする。なお、小口径ねじ加工配管については、ねじ部の肉厚を考慮して（15A･20A

においては）sch40 以上のものを使用すること。また、配管材料の溶接にあたっては

バックシールドを行い、三重県公共工事共通仕様書に沿った検査を行うこと。

　接地工事はＤ種とするが、計装機器の接地については、Ｃ種に近い接地抵抗値を得る

ために銅板を用いるものとする。また、各回路の接地は個別に施工するものとする。

　機器の塗装はメーカーの標準色とするが、据付後損傷箇所がある場合はその補修塗装

を行なうものとする。

　メーカーで仕上げ塗装がなされていない機器・材料で特に指定するもの以外は、機械

類は錆止め塗装と下塗り上塗りをそれぞれ各１回以上を原則とする。また、仕上げ塗装

の色彩については監督員と協議し決定するものとする。

― 17 ―



第５節　試運転調整

１.

(1) 絶縁抵抗測定値

(2) 接地抵抗測定値

(3) その他監督員が指示したもの

２.

第６節　引渡しおよび保証

１. 　本工事の引渡しは、当市検査官の竣工検査に合格した時をもって引渡しとする。

２.

　試運転終了後、受注者は上水道室監督員に各機器の機能および取扱操作方法等の説明

を行うこと。

― 18 ―

　各機器の現場据付後、当市の定める期間内に受注者は各機器について専門の熟練した

技術者を派遣し、機器の調整試運転を行ない下記の成績書を提出すること。

　本工事引渡し後の保証期間は、満２ヶ年とする。なお、保証期間中に受注者の責任に

帰すべき原因による事故が生じた場合には当市が指定する期間内に無償にて補修、また

は良品に取り替えること。
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別
途
協
議
）

転
用
あ
り
　
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
回
）

兼
用
あ
り
　
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

そ
の
他
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

仮
設
物
の
構
造
及
び
施
工
方
法
の
指
定

構
造
及
び
設
計
条
件
　
　
　
（
　
　
別
添
図
等
　
　
　
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
別
途
協
議
）

施
工
方
法
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

そ
の
他
　
　
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

残
土
処
分
（
自
由
処
分
）

残
土
処
分
地
　
　
（
　
別
添
図
等
　
　
　
別
添
協
議
　
　
　
そ
の
他
（
処
分
地
未
定
に
つ
き
相
互
協
議
　
）
　
運
搬
距
離
（
　
暫
定
8k
m　
)

残
土
処
分
（
指
定
処
分
・
他
工
事
流
用
）

産
業
廃
棄
物
の
種
類
　
　
（
　
　
コ
ン
塊
　
　
　
　
　
ア
ス
塊
　
　
　
　
木
材
　
　
　
　
　
汚
泥
　
　
　
　
　
そ
の
他
（
石
綿
管
・
仮
設
管
）
）

処
分
地
で
の
処
理
費
（
　
　
計
上
あ
り
（
　
　
処
理
料
　
　
押
土
整
地
　
　
被
覆
土
）
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
）
　
　
別
途
協
議
）

そ
の
他

工
事
支
障
物
件
あ
り

支
障
物
件
名
　
（
　
　
鉄
道
　
　
　
電
気
　
　
　
電
話
　
　
　
水
道
　
　
　
ガ
ス
　
　
　
有
線
　
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
）
）

そ
の
他

経
路
及
び
使
用
期
間
の
制
限
内
容
　
（
　
　
別
添
図
等
　
　
　
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
別
途
協
議
）

そ
の
他
　
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

提
出
書
類
あ
り

残
土
処
分
（
そ
の
他
）

工
事
支
障
物
件
関
係

工
事
用
道
路
関
係

仮
設
備
関
係

残
土
・
産
業
廃
棄
物

関
係

処
分
地
の
処
理
条
件
あ
り
　
　
（
　
　
押
土
整
地
　
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）
）

産
業
廃
棄
物
の
処
理
条
件
あ
り

仮
設
道
路
の
設
置
条
件
あ
り

防
護
　
　
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

移
設
時
期
　
　
（
　
　
平
成
　
　
　
年
　
　
　
月
　
頃
　
　
　
　
　
別
途
協
議
）

【
注
：
そ
の
他
の
項
目
（
　
　
　
　
　
）
に
つ
い
て
は
、
処
分
地
を
指
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
場
合
に
の
み
記
入
の
こ
と
】

産
業
廃
棄
物
の
処
分
地
　
　
（
　
　
再
生
処
分
場
（
金
属
）
　
　
　
　
　
　
　
最
終
処
分
場
（
汚
泥
）
　
　
　
　
　
別
添
図
書
　
　
　
　
　
　
．

そ
の
他
（
　
　
既
設
浄
化
槽
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
別
途
協
議
）
　
　
　
運
搬
距
離
（
Ｌ
＝
　
　
　
　
　
㎞
）

使
用
中
及
び
使
用
後
の
措
置
　
　
　
　
（
　
　
別
添
図
等
　
　
　
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
別
途
協
議
）

用
地
及
び
構
造
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
　
　
別
添
図
等
　
　
　
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
別
途
協
議
）
　

使
用
中
及
び
使
用
後
の
措
置
　
　
　
　
（
　
　
別
添
図
等
　
　
　
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
）
　
　
　
　
　
別
途
協
議
）

処
分
場
の
受
入
条
件
（
残
土
受
入
許
可
書
・
承
諾
書
及
び
産
廃
マ
ニ
ュ
フ
ェ
ス
ト
）

そ
の
他
（
そ
の
他
現
場
で
発
生
し
た
産
業
廃
棄
物
に
つ
い
て
は
適
切
に
処
理
す
る
こ
と
。
有
価
物
に
つ
い
て
は
物
品
の
受
領
を
証
明
す
る
書
類
や

計
量
証
明
書
等
を
提
出
す
る
こ
と
。
）

（
注
）
上
記
受
託
業
務
事
項
・
条
件
及
び
内
容
の
レ
印
当
該
欄
は
、
作
業
に
当
た
っ
て
制
約
を
受
け
る
事
と
な
る
の
で
明
示
す
る
。

　
　
　
明
示
事
項
に
変
更
が
生
じ
た
場
合
及
び
明
示
さ
れ
て
い
な
い
制
約
等
が
発
生
し
た
と
き
は
、
甲
（
発
注
者
）
と
別
途
協
議
し
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

　
　
　
別
途
協
議
と
は
、
設
計
・
現
場
説
明
又
は
作
業
打
合
せ
等
に
よ
り
協
議
す
る
も
の
と
す
る
。

亀
山
市



特
記
仕
様
書
（
施
工
条
件
明
示
一
覧
表
）

Ｎ
Ｏ
．
3

明
　
示
　
項
　
目

明
　
　
示
　
　
事
　
　
項

条
　
　
　
件
　
　
　
及
　
　
　
び
　
　
　
内
　
　
　
容

項
目
及
び
基
準
値
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

調
査
項
目
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

工
法
区
分
（
　
二
重
管
ス
ト
レ
ー
ナ
ー
工
法
　
）
、
材
料
種
類
（
　
別
紙
参
照
　
）
、
施
工
範
囲
（
　
別
紙
参
照
　
）

削
孔
数
量
（
　
別
紙
参
照
　
）
、
注
入
量
（
　
別
紙
参
照
　
）
、
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

工
法
関
係
（
　
別
紙
参
照
　
）
、
材
料
関
係
（
　
別
紙
参
照
　
）

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

再
生
材
の
種
類
（
　
 再
生
Ａ
ｓ
コ
ン
　
　
再
生
路
盤
材
　
　
再
生
ク
ラ
ッ
シ
ャ
ー
ラ
ン
　
　
道
路
用
盛
土
材
　
　
再
生
コ
ン
砂
）

再
生
材
が
使
用
出
来
な
い
場
合
の
措
置
（
　
　
新
材
に
変
更
　
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
）
　
　
別
途
協
議

六
価
ク
ロ
ム
溶
出
試
験
あ
り
（
環
境
告
示
第
46
号
溶
出
試
験
）

再
生
コ
ン
ク
リ
ー
ト
砂
（
１
購
入
先
当
た
り
１
検
体
の
試
験
を
行
い
、
試
験
報
告
書
に
は
、
使
用
す
る
工
事
名
称
、
所
在
地
を
記
載
す
る
）

三
重
県
リ
サ
イ
ク
ル
製
品
利
用
推
進
条
例
に
基
づ
く
認
定
製
品
を
使
用
す
る
。

　
（
認
定
製
品
の
品
名
：
基
礎
砂
）

三
重
県
リ
サ
イ
ク
ル
製
品
利
用
推
進
条
例
に
基
づ
く
認
定
製
品
を
使
用
す
る
よ
う
に
努
め
る
。

　
（
認
定
製
品
の
品
名
：
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

　
【
注
：
認
定
製
品
の
品
名
欄
に
つ
い
て
は
、
設
計
単
価
表
の
品
名
を
記
入
す
る
こ
と
】

そ
の
他
（
六
価
ク
ロ
ム
溶
出
試
験
の
分
析
結
果
証
明
書
を
提
出
す
る
こ
と
。
）
　

保
管
場
所
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）
　
期
間
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

品
名
（
　
　
　
　
　
　
　
）
　
数
量
（
　
　
　
　
　
　
　
）
　
保
管
場
所
（
　
　
　
　
　
　
　
）
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
）
）

品
名
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）
　
数
量
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）
　
引
渡
場
所
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

時
期
（
平
成
　
　
　
年
　
　
　
月
　
　
　
日
）
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

運
搬
方
法
（
　
　
請
負
者
で
運
搬
　
　
　
請
負
者
以
外
で
運
搬
　
　
　
別
途
協
議
　
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
）
）

引
渡
場
所
（
　
　
別
添
図
等
　
　
　
　
　
　
別
途
協
議
　
　
　
　
　
　
　
　
　
そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）
）

数
量
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）
　
運
搬
距
離
（
Ｌ
＝
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
㎞
）

三
重
県
公
共
工
事
共
通
仕
様
書
（
平
成
２
８
年
７
月
版
）
を
適
用
　
（
部
分
改
訂
を
行
っ
た
内
容
も
含
む
（
部
分
改
訂
　
　
　
　
　
　
　
）
）

「
土
木
構
造
物
設
計
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
案
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
編
」
を
適
用

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

再
生
材
使
用
関
係

再
生
材
使
用
の
指
定
あ
り

そ
　
の
　
他

工
事
用
機
材
の
保
管
及
び
仮
置
き
の
必
要
あ
り

そ
の
他
（
基
礎
砂
使
用
に
あ
た
っ
て
）

排
水
工
（
濁
水
処
理

を
含
む
）
関
係

濁
水
、
湧
水
等
の
排
水
に
際
し
、
制
限
あ
り

水
質
調
査
等
必
要
あ
り

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

適
　
用
　
条
　
件

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

盛
土
材
等
工
事
間
流
用
あ
り

薬
液
注
入
工
法
等
の
指
定
あ
り

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
）

提
出
書
類
あ
り

注
入
量
の
確
認
、
注
入
の
管
理
及
び
注
入
の
効
果
の
確
認

三
重
県
リ
サ
イ
ク
ル
製
品
利
用
推
進
条
例
に
基
づ
く
認
定
製
品

の
使
用
に
つ
い
て

そ
の
他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

現
場
発
生
品
あ
り

薬
液
注
入
関
係

支
給
品
あ
り

（
注
）
上
記
受
託
業
務
事
項
・
条
件
及
び
内
容
の
レ
印
当
該
欄
は
、
作
業
に
当
た
っ
て
制
約
を
受
け
る
事
と
な
る
の
で
明
示
す
る
。

　
　
　
明
示
事
項
に
変
更
が
生
じ
た
場
合
及
び
明
示
さ
れ
て
い
な
い
制
約
等
が
発
生
し
た
と
き
は
、
甲
（
発
注
者
）
と
別
途
協
議
し
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

　
　
　
別
途
協
議
と
は
、
設
計
・
現
場
説
明
又
は
作
業
打
合
せ
等
に
よ
り
協
議
す
る
も
の
と
す
る
。

亀
山
市



特
記
仕
様
書
（
施
工
条
件
明
示
一
覧
表
）

Ｎ
Ｏ
．
4

明
　
示
　
項
　
目

明
　
　
示
　
　
事
　
　
項

条
　
　
　
件
　
　
　
及
　
　
　
び
　
　
　
内
　
　
　
容

契
約
前
の
Ｖ
Ｅ
提
案
に
基
づ
き
施
工
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

契
約
後
に
Ｖ
Ｅ
提
案
を
受
け
付
け
る
。

細
部
設
計
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

総
合
評
価
方
式

工
事
写
真
は
電
子
納
品
と
す
る
。
電
子
媒
体
の
提
出
部
数
は
、
（
　
　
２
部
　
　
　
　
　
（
　
　
１
　
　
）
部
）
と
す
る
。

工
事
完
成
図
書
（
試
行
）

県
内
企
業
優
先
使
用

三
重
県
低
入
札
価
格
調
査
実
施
要
領
第
３
条
で
定
め
る
調
査
基
準
に
満
た
な
い
額
で
契
約
し
た
場
合
は
、
工
事
実
態
調
査
に
協
力
す
る
こ
と
。

工
事
実
態
調
査

工
事
実
態
調
査

不
当
介
入
を
受
け
た

場
合
の
措
置

不
当
介
入
を
受
け
た
場
合
の
措
置

暴
力
団
員
等
に
よ
る
不
当
介
入
（
三
重
県
公
共
工
事
等
暴
力
団
等
排
除
措
置
要
綱
第
２
条
第
１
項
第
１
０
号
）
を
受
け
た
場
合
の
措
置
に
つ
い
て

(1
)受
注
者
は
暴
力
団
員
等
（
三
重
県
公
共
工
事
等
暴
力
団
等
排
除
措
置
要
綱
第
２
条
第
１
項
第
８
号
）
に
よ
る
不
当
介
入
を
受
け
た
場
合
は
、

断
固
と
し
て
こ
れ
を
拒
否
す
る
と
と
も
に
、
不
当
介
入
が
あ
っ
た
時
点
で
速
や
か
に
警
察
に
通
報
を
行
う
と
と
も
に
、
捜
査
上
必
要
な
協
力
を
行

う
こ
と
。

(2
)(
1)
に
よ
り
警
察
に
通
報
を
行
う
と
と
も
に
、
捜
査
上
必
要
な
協
力
を
行
っ
た
場
合
に
は
、
速
や
か
に
発
注
者
に
報
告
す
る
こ
と
。
発
注
者
へ

の
報
告
は
文
書
で
行
う
こ
と
。

(3
)受
注
者
は
暴
力
団
員
等
に
よ
り
不
当
介
入
を
受
け
た
こ
と
か
ら
工
程
に
遅
れ
が
生
じ
る
等
の
被
害
が
生
じ
た
場
合
は
、
発
注
者
と
協
議
を
行

う
こ
と
。

県
内
企
業
優
先
使
用

本
工
事
に
於
い
て
、
下
請
け
契
約
を
締
結
す
る
場
合
に
は
、
当
該
契
約
の
相
手
方
を
三
重
県
内
に
本
店
（
建
設
業
法
に
お
い
て
規
定
す
る
主
た
る

営
業
所
を
含
む
）
を
有
す
る
者
の
中
か
ら
選
定
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

三
重
県
公
共
工
事
共
通
仕
様
書
に
基
づ
き
、
建
設
副
産
物
情
報
交
換
シ
ス
テ
ム
（
副
産
物
シ
ス
テ
ム
、
発
生
土
シ
ス
テ
ム
）
に
デ
ー
タ
を
入
力
す

る
こ
と
。

建
設
副
産
物
情
報
交

換
シ
ス
テ
ム

工
事
カ
ル
テ
作
成
・

登
録

産
業
廃
棄
物

本
件
工
事
で
提
案
不
履
行
が
あ
っ
た
場
合
は
、
本
件
工
事
完
成
年
度
の
翌
年
度
に
総
合
評
価
方
式
で
発
注
す
る
案
件
（
以
下
「
発
注
工
事
」
と
い

う
。
）
で
、
貴
社
の
評
価
点
に
お
い
て
発
注
工
事
の
加
算
点
（
満
点
）
の
１
割
を
減
点
し
ま
す
。

三
重
県
公
共
工
事
共
通
仕
様
書
に
基
づ
き
、
工
事
カ
ル
テ
作
成
・
登
録
を
行
う
こ
と
。

電
　
子
　
納
　
品

工
事
写
真

工
事
完
成
図
書
（
工
事
写
真
含
む
）

電
子
納
品
の
取
扱
い
は
「
三
重
県
Ｃ
Ａ
Ｌ
Ｓ
電
子
納
品
運
用
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
案
）
」
に
よ
る
も
の
と
す
る
。
な
お
、
「
試
行
」
と
は
、
正
式
な
成

果
物
は
紙
納
品
し
、
並
行
し
て
電
子
納
品
を
試
行
的
に
実
施
す
る
も
の
で
あ
る
。

プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式

工
事
完
成
図
書
は
電
子
納
品
と
す
る
。
た
だ
し
、
電
子
化
が
困
難
な
部
分
に
つ
い
て
監
督
員
と
協
議
承
諾
を
得
た
も
の
に
つ
い
て
は
こ
の
限
り
で

な
い
。
電
子
媒
体
の
提
出
部
数
は
、
　
（
　
　
　
　
　
２
部
　
　
　
　
　
　
（
　
　
　
）
部
）
と
す
る
。

本
工
事
に
は
産
業
廃
棄
物
税
相
当
分
が
計
上
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
請
負
者
が
課
税
対
象
と
な
っ
た
場
合
に
は
完
成
年
度
の
翌
年
度
の
４
月
１
日

か
ら
８
月
３
１
日
ま
で
の
間
に
別
に
定
め
る
様
式
に
産
業
廃
棄
物
税
納
税
証
明
書
等
を
添
付
し
て
当
該
工
事
の
発
注
者
に
対
し
て
支
払
請
求
を
行

う
こ
と
。
な
お
、
こ
の
期
間
を
超
え
て
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
ま
た
、
設
計
数
量
を
超
え
て
請
求
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

入
札
・
契
約
方
式

入
札
時
Ｖ
Ｅ
方
式

契
約
後
Ｖ
Ｅ
方
式

設
計
・
施
行
一
括
発
注
方
式

（
注
）
上
記
受
託
業
務
事
項
・
条
件
及
び
内
容
の
レ
印
当
該
欄
は
、
作
業
に
当
た
っ
て
制
約
を
受
け
る
事
と
な
る
の
で
明
示
す
る
。

　
　
　
明
示
事
項
に
変
更
が
生
じ
た
場
合
及
び
明
示
さ
れ
て
い
な
い
制
約
等
が
発
生
し
た
と
き
は
、
甲
（
発
注
者
）
と
別
途
協
議
し
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

　
　
　
別
途
協
議
と
は
、
設
計
・
現
場
説
明
又
は
作
業
打
合
せ
等
に
よ
り
協
議
す
る
も
の
と
す
る
。

亀
山
市


